
国家戦略特区等提案様式

提案主体名 提案番号 ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施した場合に想定される経

済的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可能又は困難とさせ

ている規制等の内容
⑤「④」の規制等の根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度改革のために提案する新た

な措置の内容

制度の所管・

関係全省庁
各府省庁からの検討要請に対する回答 提案主体からの意見

制度の所管・

関係全省庁
各府省庁からの再検討要請に対する回答

香川県高松市 1
せとうち　ちょいスクール

（Choice,Cool!）

居住地がコンパクトに集結している、島内に自動

車が少ない、アートが遍在するといった環境を活か

し、大容量通信・デジタル技術のインフラを用い構

築された、離島でしかできない学びの場で、「アダプ

ティブラーニング」「プロジェクト型学習」といった学び

を遊びの中で実現する。

コンテンツや人材は、様々なバックグラウンドを持つ

移住者、企業、学校、地域の協働により提供さ

れる。

現役世代の最大の関心事といえる子育て環境の

革新により、全国から子どもの学びに関し意識の

高い層を離島に呼び込む。

AI時代に必要なスキルを備えた子どもが育ち、次

代の高松市や日本社会を担う。また、子どもを中

心とした離島の交流人口・関係人口が増加す

る。

「せとうち　ちょいスクール」のコンテンツや人材の有

力な供給者は企業である。

特にスキルを持つワーケーション移住者は、その活

動や仕事そのものが学びコンテンツになる可能性が

ある。

2020年度に拡充の企業版ふるさと納税（人材

派遣型）では、自治体での任用や団体での採用

が条件となっており、ワーケーション移住者の活用

が企業側のインセンティブとならない。

2020年10月13日内閣官房・内閣

府・総務省通知「人材派遣を伴う地

方創生応援税制（「企業版ふるさと

納税（人材派遣型）」）の創設につ

いて」

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に

関するQ&A＜企業版ふるさと納税

（人材派遣型）編＞

企業版ふるさと納税（人材派遣型）を拡充し、離島での

ワーケーション移住者の雇用元企業が、当該社員のワーケー

ション中における「せとうち　ちょいスクール」への人的貢献分に

ついて、税額控除等できるようにする。

 企業版ふるさと納税（人材派遣型）について、企業人材

が地方公共団体に任用される等、雇用関係の変更が必要

である。これを緩和し、企業人材が「ワーケーション型滞在を

しつつ、同時に本プロジェクトへの人的貢献（企業版ふるさと

納税対象）を行う」ことができるようにするため、企業とプロ

ジェクト運営主体との間で、人材の雇用関係に変更を加え

ない契約行為により、実施された人的貢献に応じた価額を

市が算出し、寄附受領に係る書類を企業に交付することを

可能としたい。

内閣府

　「企業版ふるさと納税（人材派遣型）」は、企業版ふるさと納税に係る寄附

に加えて、寄附企業から人材を派遣する取組を促進するために令和２年10月

に創設したものであるが、地方公共団体における任用等が企業版ふるさと納税

における税額控除の要件となるものではない。

　

　ご提案の事業における企業版ふるさと納税の活用方法としては、例えば、寄附

を活用して実施する事業として、「せとうち　ちょいスクール」の運営委託を行い、そ

の委託事業の一部経費として、ワーケーション移住者に学びの場の講師謝礼を

支払うことなどが考えられる。

香川県高松市 2 放課後FACT-ory

好奇心が高い状態にある小学生をターゲット（将

来的に、小学生以外（中学生など））を対象に

含める）に、子どもの学びの記録とレコメンド、保

護者の子どもの成長確認や見守り、コンテンツや

地域活動主体とのマッチングを行うアプリを開発す

る。

その結果得られるスタディログや活動データなどを、

学校の「キャリアパスポート」とデジタルで連携し、

子ども自身がGIGA端末等で活用・管理する。

データ連携基盤を通じて各分野のデータと連携す

る。

偶発的な交流増加による学びの促進、地域資源

への接触などの放課後時間の質の向上や、多くの

地域活動・業種への理解向上、シビックプライド醸

成、地元企業・伝統工芸等の情報伝達、職業

選択の意思の発達のほか、キャリアパスポートのデ

ジタル化及びその活用によって、地域共有による

人材育成に対するレコメンドの活性化、地域で活

躍する人材を企業が積極的に登用するなど、本

サービスを享受して育った人材が、好循環を発生

させることが期待される。

なお、本サービスは、地域の「子育て支援施設」を

核としつつ、地域の店舗や公共施設などに子ども

が出向き、交流する恒常的なプログラムの設定を

検討している。

※本サービス提供の「場」は、一つの施設建屋で

完結するのではなく、地域の様々な主体がリソース

を提供し、地域内に分散した機能（民間の店

舗、オフィス、図書館、公園等）を組み合わせて

実現することを想定している。

・本サービスは、一つの施設建屋ではなく、地域内

に分散した機能（ex：図書館⇒「図書室」、店

舗⇒「遊戯室」、空き店舗⇒「集会室」）を組み

合わせた「児童厚生施設」にて実施することを想

定しているため、当該設備基準を満たすことが可

能か確認したい。（⇒「児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準」第37条についての解釈の

確認。（※可能でない場合は、第37条の規制

緩和））

・その上で、児童厚生施設の設備基準を満たすこ

とができる場合、それぞれの施設にいる住民/従業

員を「児童の遊びを指導する者」としたいが、求め

られる職員の要件に該当しないことが考えられるた

め、その規制の緩和を要望したい。

（⇒「児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準」第38条についての規制改革提案。）

児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準（厚生省令第63号第37

条、第38条）

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（厚生省令

第63号第37条、第38条）

 ・一つの施設建屋ではなく、地域内に分散した機能を組み

合わせて児童福祉施設といえるか、また設備基準を満たすこ

ととなるか解釈を確認したい（基準37条関連）。

・職員の該当要件の緩和（該当要件に知識・経験を有す

る地域人材や専門分野の学問資格を有するコンテンツ事業

者を追加）（基準38条関連）

厚生労働省

○児童館ガイドラインに示されているとおり、児童館の特性として、子どもが自らの

意思で利用でき、遊んだりくつろいだり、年齢の異なる子ども同士が「一緒に」過

ごすことができ、それを支える「児童厚生員」がいることによって、子どもの居場所と

なり、地域の拠点となるという「拠点性」があり、１つの敷地・建物に、児童館とし

ての機能・設備などが集積した形を前提としている。これは、子どもの安全管理の

観点からも必要なもの（地域内に児童館の機能が分散した場合に、子どもの動

線も含めた全てのエリアにおける安全管理の難度は著しく高まる等）と考えられ

る。

○その中で、児童厚生施設（児童館）と他の社会福祉施設を併せて設置す

るときは、必要に応じ当該児童厚生施設（児童館）の設備及び職員の一部

を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねることができる。

○また、児童館の活動内容について、児童館ガイドラインでは、地域の健全育

成の環境づくりとして「地域の児童遊園や公園、子どもが利用できる施設等を活

用したり、児童館がない地域に出向いたりして、遊びや児童館で行う文化的活

動等の体験の機会を提供するように努めること」としていることから、「事業を実施

した場合に想定される経済的社会的効果」の欄に記載されている内容について

は、既存の児童館を活用して地域の店舗や公共施設などに出向いて児童館が

行う文化的活動等を実施していただくことも可能である。

児童館ガイドラインに示されているとおり、子どもの

意見を尊重し、地域における遊び等を通じて、子

どもの心身を育成し、情操をゆたかにすることは、

本市提案が目指すべき姿であり、将来活躍する

世代を育成するに当たって、極めて重要な施設で

あると認識している。貴省回答いただいた児童館

の「拠点性」が、１つの敷地・建物に、機能・設備

が集積した形を前提にしているが、安全管理の観

点など、必要とされている拠点性の条件について、

先端技術の利用やエリアが持つ安全性の個別判

断項目の設定など、拠点性の範囲をどの程度拡

大できるかについて、継続協議を希望したい。

厚生労働省

○厚生労働省としては、児童館ガイドラインに示されているとおり、児童館の特

性として、子どもが自らの意思で利用でき、遊んだりくつろいだり、年齢の異なる子

ども同士が「一緒に」過ごすことができ、それを支える「児童厚生員」がいることに

よって、子どもの居場所となり、地域の拠点となるという「拠点性」があり、１つの

敷地・建物に、児童館としての機能・設備などが集積した形を前提としている。こ

れは、子どもの安全管理の観点からも必要なもの（地域内に児童館の機能が

分散した場合に、子どもの動線も含めた全てのエリアにおける安全管理の難度は

著しく高まる等）と考えられる。

○なお、提案理由や具体的な内容等、書面では必ずしも内容が明らかではな

い部分もあることから、不明な点がある場合は、直接、厚生労働省子ども家庭

局子育て支援課までご照会いただきたい。

国土交通省

○気象業務法では、科学的な根拠に基づかない予報によって国民や企業が適

切な行動をとるための判断に影響が生じないよう、予報業務許可制度を設け、

予報業務を行う事業者には、現象の予想を気象予報士に行わせること等を義

務付けている。

○提案にある洪水の予報業務については、防災との関連が高いこと及び、純粋

な気象現象の予測だけでなく、その時々の河川の状況等の様々な要因によって

影響され、気象庁以外の者において技術的に適確な予報を行うことが困難で

あったことから、現在まで許可を行っていない。一方で、近年のシミュレーション技

術の高度化や利用者の多様なニーズに対応していくため、有識者からなる「洪水

及び土砂災害の予報のあり方に関する検討会」（事務局：気象庁、国土交

通省水管理・国土保全局）において、気象庁以外の者における洪水の予報業

務の許可のあり方について検討を進めているところ。この中で、気象予報士の介

在の必要性についても議論いただいている。

○重大な災害の起こる恐れのある旨を警告して行う予報（警報）については、

国の出すものと異なる内容のものが発表されると、情報を受け取る国民や企業が

どの情報に基づき行動すればよいか混乱するおそれがあることから禁止しているも

のであり、引き続き、国において一元的に発表していく必要がある。

貴省回答内容に対し、科学的根拠に基づく予報

業務に関して市町村・研究機関・民間団体が予

報を提供できる制度検討が進んでおり、本市提

案の先端サービス実現に向けて期待が高く喜ばし

い。「洪水及び土砂災害の予報のあり方に関する

検討会」報告書内容に関して、市民の安全な避

難に向けて、本市は、準用河川・用水路・ため池

に関してきめ細やかな洪水予報を行うことを目指

している。全国に先駆けて社会実装を行うにあた

り、例えば利用者への事前説明の要件等、市民

が緊急時であっても効果的に利用できるようにする

ために課題となる事項について、実際に制度化さ

れる際には使いやすいサービスが実装できるよう継

続協議を希望したい。

国土交通省

○洪水の予報に関しては、「洪水及び土砂災害の予報のあり方に関する検討

会」（事務局：気象庁、国土交通省水管理・国土保全局）の検討結果を踏

まえ、今後、許可制度の具体設計を行い、民間気象事業者等による洪水・土

砂災害の予報業務許可を新たに設けるよう検討を進めている。

○なお、同検討会では、事前に予報の特性や留意事項を説明し、利用者がこ

れを理解・同意することが重要との指摘をいただいている。

内閣府

（後段部分への回答）

○災害対策基本法では、個別避難計画をデジタルデータで作成・登録し、関係

者が共有するシステムを構築することを制限しておらず、災害対策基本法第49

条の14の個別避難計画に関する規定との関係においては、お申し越しのような

システムを構築いただくことは、現状でも可能と考えられる。

○避難行動要支援者の個人情報を含む避難行動要支援者名簿や個別避難

計画の利用や外部への提供に関する取扱いは、法令（災害対策基本法第49

条の11、第49条の15）及び取組指針（避難行動要支援者の避難行動支

援に関する取組指針（平成25年8月（令和３年５月改定）））において

明確化している。

○また、避難支援等関係者への名簿情報等の提供、連携について災害対策

基本法第49条の11や第49条の15において規定しており、本年５月の取組指

針の改定においてケアマネジャーや相談支援専門員などの関係者に対して「提

供することを促進する必要がある」などとしたところ。

香川県高松市 4
スマートエネルギーマネ

ジメント

地域のエネルギーリソース・エネルギーデータを一元

的に把握・運用できる最先端の仕組みを構築し、

エリア単位でエネルギー利用の最適化を実現。

加えて、分野横断でデータの連携や活用を進める

ことにより、住民・社会の行動変容を促す新たな

サービスを創出し、地方中核都市版の持続可能

な低炭素社会モデルを実現する。

実現に向けては、官民一体となって、「再エネ利

用拡大」や「電化の推進」に取り組むこととしてお

り、その手段の１つとして、道路空間を活用した

EV充電スポットやシェアサイクル・カーシェアスポット

の整備などを進める。

EV充電インフラの整備が他県と比較して進んでい

ない状況において、道路空間の有効活用による

充電スポットの拡充をスピーディーに図ることでEV

の普及への足掛かりとするとともに、充電スポットや

シェアスポットを市民の人通りが多い場所に設置す

ることで市民の意識を変化する効果がある。さらに

はIoTを活用した最先端のエネルギーマネジメント

システムとの連携により、地域単位でのエネルギー

利用の最適化にもつなげる。

道路空間、公道等へのEV充電インフラ等の整備

にあたり、法律上への明示あるいはガイドラインが

整備されていないため、導入拡大の障壁となって

いる。

道路法（第32条）道路占用の許

可への記載及びガイドラインの整備

EV充電やシェアサイクル・シェアカースポットの整備に関するこ

とを法律又は政令上、明記するとともに、道路空間、公道等

への設置にあたってのガイドラインを整備すること。

国土交通省

（EV充電器・カーシェアスポットの設置に関するガイドライン整備）

EV充電器・カーシェアスポットの設置に関しては、現行制度で対応可能である。

（EV充電器については、通知により規定済み）

香川県高松市 5 らくらく買い物支援

利用者が注文した商品を小売事業者から委託を

受けて利用者の住所若しくは現在地（スマート

フォンの位置情報利用）まで自律走行ロボットが

車道を走って無人配送を行うサービスにより、買い

物支援を行う。

物流分野における自動運転技術の実用化を経

て、人の移動に対する自動運転技術の社会実装

を図り、将来的には貨客混載による移動環境の

最適化や、近年多発する高齢者の運転による事

故リスクを低減するための自動運転技術の汎用

化により、安心・安全な移動環境が構築される。

道交法第62条では、道路運送車両法第三章

若しくはこれに基づく命令の規定又は軌道法第十

四条若しくはこれに基づく命令の規定に定めるとこ

ろに適合しない車両等を運転させてはならない、

又は運転してはならない。と記載があり、道路運

送車両法の保安基準等を満たさなければ道路を

走行することが出来ない。

道交法第70条では、車両等の運転者は、当該

車両等のハンドル、ブレーキその他の装置を確実

に操作し、かつ、道路、交通及び当該車両等の

状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような速度

と方法で運転しなければならない。と記載がある。

道路交通法

（第62条、第70条、全般）

道路交通法全般的に運転手の存在が前提の法律となって

いるため、運転手がいなくても、車両のみで自動で走行できる

ように制度を緩和する。

警察庁

「自動配送ロボット（近接監視・操作型及び遠隔監視・操作型）公道実証実

験手順」を警察庁ウェブサイトで公表しており、同手順に沿って道路使用許可を

受ければ、遠隔監視・操作型による無人による自動配送ロボットについても公道

走行が可能です。

　なお、自律走行する低速・小型のモビリティに関する制度整備については、関

係省庁と連携し、検討を行っているほか、令和３年６月に「特定自動配送ロ

ボット等の公道実証実験に係る道路使用許可基準」を警察庁ウェブサイトで公

表したところです。

　以上の回答に関し、本提案に係る記載内容のみでは定かではない部分もある

ため、具体的な運用方法等を明らかにして個別に警察庁に御相談ください。

貴庁回答いただいた”特定自動配送ロボット等の

公道実証実験に係る道路使用許可基準”は、低

速（6km/h以下）かつ小型（長さ120cm×

幅70cm以下）のロボットが対象となっている。一

方、本市が提案している配送ロボットの想定サイ

ズは、多様な配送を目的とした長さ270cm×幅

110cmの中型規模となっており、本制度の拡張

的活用を視野に継続協議を希望したい。

警察庁

　令和２年９月に「自動配送ロボット（近接監視・操作型及び遠隔監視・操

作型）公道実証実験手順」を公表しており、本手順に従って手続を行えば、道

路使用許可を受けて、低速・小型を超える速度や大きさの機体を走行させるこ

とは可能ですので、個別に警察庁に御相談ください。

香川県高松市 3 逃げ遅れゼロ

災害が起きる前提で平時から情報連携の仕組み

を運用。

また災害範囲の予測情報などをもとに個人に届く

情報提供と、業務標準化やデータ連携により、強

くしなやかな社会基盤を備える。

避難行動要支援者の個別避難計画をデジタル

データで作成・登録。関係者が共有できるシステ

ムを構築する。

災害が起きることを前提とした情報連携の仕組み

により、自然災害発生時に住民への早めの危険

情報伝達による早期避難が可能となり、生命・身

体・財産の保護が保ちやすくなる。

災害時における支援者間での情報共有が容易に

なり、共助による安心で迅速な避難行動が実現

される。

重大な災害の起こる恐れのある旨を警告して行う

予報は、気象庁(若しくは、気象庁の警報事項を

適時受け取ることができない市町村の長)の独占

業務となっており、気象庁以外の者が提供するこ

とはできない。

個別避難計画の策定に当たって要支援者に身

近な存在であるケアマネジャーや相談支援専門員

とのかかわりが希薄なため、実効性のある計画策

定が進んでいない。

気象業務法

（第２条・第17条・第23条）又は

省令及び付記事項への記載

災害対策基本法（第86条の15）

又は省令及び付記事項への記載

災害対策基本法（改正後の第49

条の14）又は省令及び付記事項へ

の記載

観測方法、予測手法、報告義務等は一定の基準やルール

を策定した上で、気象庁以外の者（自治体、研究機関、

民間団体）に予報業務を許認可する。

災害時に避難行動要支援者の個人情報に関する適用する

利用目的の範囲と利用する状況の明確化する。

個別避難計画策定に係るケアマネジャーや相談支援専門

員の位置付けと連携について法律上、明記する。



国家戦略特区等提案様式

提案主体名 提案番号 ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施した場合に想定される経

済的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可能又は困難とさせ

ている規制等の内容
⑤「④」の規制等の根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度改革のために提案する新た

な措置の内容

制度の所管・

関係全省庁
各府省庁からの検討要請に対する回答 提案主体からの意見

制度の所管・

関係全省庁
各府省庁からの再検討要請に対する回答

香川県高松市 6 わたしのデジタル財布

事前の本人同意のもと、POS情報や決済情報な

どの地域の買い物に関する情報を集め、オープン

データなどその他のデータと連携し、機械学習によ

り分析した情報を個人情報を持たない形で店舗

事業者や自治体などの地域のステークホルダーへ

フィードバックし、消費者や住民ニーズにマッチした

新商品や行政サービスを創出する買い物環境を

構築する。

店舗事業者にとっては、地域ニーズの変化に合わ

せた商品の提供や新たなサービスの開発が可能と

なるほか、自治体にとっては、行政サービスを、必

要な人に、必要な時、必要な形でのプッシュ型給

付や啓発発信が可能となり、効率的・効果的な

行政運営が可能となる。

ポイント等の価値の発行事業者が、発行日から6

か月を超える現金チャージ（価値の発行）をする

と、第三者型前払式支払手段発行者となり、財

務局への登録が必要となる。

基準日（3月末あるいは9月末）において、発行

している前払式支払手段の未使用残高が1,000

万円を超えたときは、その未使用残高の2分の1

以上の額に相当する額を最寄りの供託所（法務

局）に供託する必要がある。

資金決済法

第７条（第三者型発行者の登録）

第14条（発行保証金の供託）

第37条（資金移動業者の登録）

第43条（履行保証金の供託）

地域通貨やポイント事業は、流通量と流通速度が重要であ

り、本先端的サービスを民間事業者やコンソーシアムが自走

運営するために、本先端的サービスで連携する事業者がポイ

ント等の発行主体者となる場合、ポイント等の有効期限を6

か月間から1年間へ緩和する。

また、基準日時の未使用残高が1,000万円を超える場合

であっても供託金の拠出を不要とするよう緩和する。

金融庁

　前払式支払手段については、発行者の規制対応コスト等を考慮しつつ、利用

者保護を図る観点から、６か月ごとの基準日における未使用残高を基に算出さ

れた額を保全する義務が課されています。

　発行者が国等に準ずる法人である場合に保全義務が課されていないのは、信

用力の点において国等に準ずるものであれば利用者保護に支障は生じないと考

えられるためであり、それ以外の発行主体について同様の取扱いとすることは困難

です。

　なお、産業競争力強化法上の新事業特例制度に基づく規制の特例措置によ

り、財産的基礎等に係る所定の要件を満たす商工会議所又は商工会は、新

事業活動計画の認定を受けることにより、資金決済に関する法律上の保全義

務の適用を受けることなく、最長で有効期間３年の前払式支払手段を発行す

ることが可能です。

香川県高松市 7

バタクス

－Vehicle of

Advanced Tariff

And Connection

System－

タクシー事業におけるビジネスモデルの提案として、

タクシーにおけるダイナミックプライシングとライドシェ

アを併用したサービスモデルの構築を進める。

具体的には、タクシーの需給やエリア、配車条件

（公共交通への乗継、オフピーク時間帯での乗

車、相乗り等）に応じた割引を行うサービスを提

供する。

特区により弾力的な運賃の設定が可能となること

で、タクシー事業者にビジネスチャンスが生まれるこ

とはもとより、利用者においてはサービス水準の高

い移動手段の確保、行政においては、範囲の広

がる公共交通空白地域を埋めるモードの創出と

共に、欠損補てんという持続性の低い事業モデル

から、利用者の移動サービスの向上に補助するモ

デルへと転換が図られることで、持続性の高い移

動手段の提供が可能となる。

タクシー事業において相乗りが実施不可なこと、ま

た、通達により、需要の増減に応じ迎車料金を変

動させる制度もあるが、トータルでは、固定迎車料

金と変わらないよう変動させること等が条件になっ

ており、弾力的なプライシングの実施が不可能なた

め、サービスの提供が困難である。

道路運送法

（第３条第１項ハ、第９条の３）

自動車交通局通達

（平成13年10月26日国自旅第

100号：一般乗用旅客自動車運送

事業の運賃及び料金に関する制度に

ついて）

タクシーによる相乗り規制の解禁及び、タクシー運賃の弾力

的なプライシングの実施が可能となるよう制度を緩和する。
国土交通省

タクシーへの旅客の乗合については、道路運送法上の乗合許可を受けることに

よって、協議で合意した運賃により、柔軟に対応することが可能。

なお、相乗りタクシー（事前にマッチングした旅客が相乗りする制度）について

は、新型コロナウイルス感染症の感染状況を見極めているところであり、導入時

期を調整中であるため、今後これを活用いただくことも可能。（※令和３年11

月１日施行）

貴省回答は「道路運送法上の乗合許可を受ける

ことによって、協議で合意した運賃により、柔軟に

対応することが可能」との指摘だったが、一般乗合

と一般乗用は事業の種別が違うことから、許可申

請について各々の手続きが発生することにより手

間が２倍かかる上、タクシー事業の運賃を一元的

に捉えることが出来ないことから、マネタイズを目指

す上では困難であると考える。また、一般乗用にお

いて国が導入している変動運賃は料金部分であ

り、変動幅が小さく、需要の変化に繋がりにくいこと

から、道路運送法第９条４項に規定する一般

乗合での協議運賃の設定について、一般乗用へ

の展開が可能となるよう、制度を緩和いただきた

い。

国土交通省

乗用許可を受けているタクシー事業者は、地域公共交通会議で協議が調え

ば、乗合許可を簡易に取得することが可能。

この場合、乗用・乗合の両方の用途で車両を柔軟に運用することが可能である

ほか、協議運賃を活用することで、柔軟に運賃を設定することが可能（変動す

ることも可能）。

なお、タクシーにおける変動運賃の導入については、公共交通機関の役割を果た

すことができるよう、利用者が受け入れられない高額な運賃となったり、事前に利

用者が支払う運賃がわからないまま変動しないよう、条件を設定する必要がある

ため、まずは、令和３年10月から実証実験を行うことで、運用上の課題を抽出

し、今後の制度化に向けた検討の材料とすべく検討を進めているところ。

厚生労働省

・通所介護事業所における送迎に係る業務については、利用者の処遇に直接

影響を及ぼさないのであれば、第三者へ委託等を行うことも可能です。

・ご提案においては、送迎時の発着場所を居宅以外とすることが求められている

が、具体的にはどのような場所を想定されているのかご教示下さい。（医療機関

への通院や公的機関での手続のための移動等を想定されているのであれば、訪

問介護の通院等乗降介助の活用等も検討され得るものです。）

本市提案は、報酬の範囲内での送迎の第三者

委託を前提とした提案である。本提案の効果とし

て、元気高齢者の増加や健康寿命の延伸を想

定しており、送迎の発着場所は、医療機関や公

的機関のほか、カラオケ等遊戯施設やデパート、

文化施設など、趣味や生きがいづくり等の目的の

場所を想定している。

厚生労働省

○　通所介護事業所と利用者の居宅間以外（趣味や生きがいづくり等の目的

の場所）の送迎を介護保険給付として行うことについては、地域の実情に応じて

行うことができる市町村特別給付（介護保険法第62条）を活用することによっ

て実現可能です。

○　なお、通所介護は、利用者を事業所に通わせ、日常生活上の世話や機能

訓練を行うサービスと定義されており、これらに要する標準的な費用を介護報酬

として設定しています。当該報酬は、基本報酬の中に事業所でのサービスの提

供と、通所介護事業所－利用者の居宅間の送迎に要する標準的な費用を包

括化して設定していることから、通所介護事業所－利用者の居宅間の送迎を

行わない場合には、送迎減算を適用することとしています。

国土交通省
現行制度でも､福祉輸送サービスを行うタクシー事業者の運賃及び料金につい

ては、通常の運賃とは別の料金設定が可能である。

香川県高松市 9
コンシェルジュ for モビ

リティ

高松市では、民間交通事業者の発行する交通

系ICカードを活用した他モード間を乗り継いだ際

の運賃割引施策を行っているが、各モードにおい

て、決済が一元化されていることから実現してい

る。

本ストックを更なる他モードに展開することにより、

高松市の交通機関における決済ツールの一元化

による、シームレスでキャッシュレスな移動サービスの

提供を行うとともに、将来的には、交通分野の決

済統合を目指し、「他分野」×「交通分野」が有

機的かつ持続的に連携しやすい仕組みを作り、

分野間連携による高水準な、様々なサービス提

供を行う。

利用者はあらゆる移動手段において、一元的に

シームレスでキャッシュレスな移動が可能となる。

また、交通事業者においては、基盤情報や決済

システムを一元管理することによるコスト抑制が図

られることで、安定的な経営につながり、持続可能

な公共交通ネットワークの構築を担うことができる。

独禁法の特例法により、協働経営の認可を前提

に、事業者間での直接協議による、運賃等サービ

ス水準の弾力的な設定が可能となっているもの

の、各モード毎の運賃は各交通事業者に適用さ

れる法律により、個別に設定するものとなっており、

一元的な設定は、まだまだ困難である。

独占禁止法及び独禁法特例法（地

域における一般乗合旅客自動車運

送事業及び銀行業に係る基盤的な

サービスの提供の維持を図るための私

的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律の特例に関する法律）

鉄道事業法

（第16条）

道路運送法

（第９条、第９条の３）

海上運送法

（第８条）

各交通事業者が連合体として運賃等の一元管理を行うた

め、運賃設定に係る権限を緩和する。

また、運賃の許可申請等に係る窓口のワンストップ化する。

国土交通省

ご提案内容中「各交通事業者が連合体として運賃等の一元管理を行うため、

運賃設定に係る権限を緩和」の内容について、明確化を要する。なお、独占禁

止法特例法を活用することにより、乗合バス事業者を含む交通事業者同士で

共同して一定条件の範囲内で定額運賃を設定することが可能（同法第９条

第１項第１号）。

また、交通モードを跨る運賃の許可申請に当たっては、地域公共交通活性化

再生法に規定する事業を活用することで、国土交通大臣の認定を受けた事業

実施計画に基づき一括・共同して申請を行うことができることとされており（同法

第27条の22等）、現行制度下で対応可能。

貴省回答は、「独占禁止法特例法を活用するこ

とにより、乗合バス事業者を含む交通事業者同

士で共同して一定条件の範囲内で定額運賃を

設定することが可能」との指摘だったが、同法は共

同経営の認定が前提となっており、本市の提案と

しては、連合体（コンソーシアム）として運賃等の

一括管理を行えるようにするものである。また、交

通モードを跨る運賃の許可申請に当たっては、地

域公共交通活性化再生法第27条の22における

共通乗車券ではなく、各交通モード毎に都度決

済を行う場合においても、一括・共同して申請を

行えるようにするものである。

国土交通省

「連合体（コンソーシアム）として運賃等の一括管理を行えるようにする」とのこと

だが、コンソーシアムを構成しない事業者に対する競争制限が働きうること、地域

住民の利便性が損なわれうることなどにより、独占禁止法のカルテル規制に抵触

すると考えられる。このため、提案の実現には独占禁止法特例法に基づく共同

経営計画を作成し、認可を受ける必要がある。

また、連合体（コンソーシアム）としての運賃等の一括申請については、地域公

共交通活性化再生法に基づく地域公共交通利便増進事業により、同事業の

実施計画に定められた内容（運賃等の変更等）について、道路運送法等の

許認可等を受けたものとみなす特例を活用することで、交通政策部への一括提

出が可能である。

指定居宅サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（平成12年厚

生省告示第19号）別表６　　通所

介護費　注22）

道路運送法

（第９条、第９条の３）

ケアプランに基づく介護保険サービス利用時に限り、送迎時

の発着場所を居宅以外の場所も認める。

受託した介護保険サービスの送迎についてのみ、タクシー運

賃を通常の運賃とは別の料金設定を可能とする。

香川県高松市 8 寄り道もびりてぃ

通所介護等の送迎をタクシー協会等に委託し、

複数の通所介護利用者の相乗りを可能にすると

ともに、生活拠点以外の目的地までの送迎を介

護報酬の対象とする。

通所介護等を利用する高齢者については、外出

機会の創出による生きがいづくりや社会参加の推

進につながる。

通所介護事業所については、介護職員の送迎負

担減による効果的な介護の提供や経費削減のほ

か、事故リスクの解消が見込まれる。

輸送を担当するタクシー業者等はオフピーク時の

活用が図られる。

元気高齢者の増加や健康寿命の延伸が期待で

きる。

事業所と居宅との送迎でなければ報酬の対象に

ならない。

報酬の範囲内で委託料を設定しないと事業者は

委託ができないが、タクシー運賃は法律で定められ

ている。

タクシーの相乗りは原則禁止されている。


